
情報流通連携基盤共通API

○ 行政機関等に限らずライフライン事業者等を含む民間事業者など多様な機関が保有している防災・災害情報を、情報流通基盤
共通APIを通じて公開（関係者への限定公開を含む）することで、網羅的な防災・災害関連情報のオープンデータ化を推進する。

○ また、災害発生直後だけでなく、災害発生前や災害発生後の復興復旧期等、災害発生直後以外の時期に公開される防災・災
害情報についても収集・加工することで、ＢＣＰ（業務継続計画）の策定やライフラインの復旧活動等、行政機関、民間企業等の
防災・減災対策に利活用できることを実証する。

【静的情報】
・道路ネットワーク
【動的情報】
・ライフライン（電気、ガ
ス、通信等）の被害・復
旧情報

【動的情報】
・XバンドMPレーダ情
報（雨量）

【静的情報】
・施設情報
・避難所情報
（収容数、設備等）

・ハザードマップ
【動的情報】
・避難所情報
（開閉、避難者数等）

・道路通行止め 等

●住民サービスの展開
①訓練およびWEBサービス
自治体保有データを活用した

WebGISサービスを活用した
訓練等

●ライフライン企業の設備の
被害調査・復旧工事
道路規制等の状況把握の迅速
化・効率化等
ライフライン企業間の被害状況
の共有

●ライフライン被害・復旧情報の
収集・広報
ライフライン企業が公開している故
障・復旧情報の収集、職員による
集約作業の効率化等

ライフライン被害・復旧情報の更新
漏れ・遅延の解消

地方自治体（京都府）国土交通省ライフライン企業

情報
利用者

情報
保有者

実施主体：NTTデータ経営研究所、NTTコミュニケーションズ、パスコ
連携主体：京都府、茨城県等

民間企業・住民 地方自治体ライフライン企業 地方自治体

ライフライン企業
設備部門 地方公共団体 住民等

復旧済エリア

広報

車両通行止め

住民 DIG（災害図上）訓練

ライフライン情報 XバンドMPレーダ

道路

避難所

コンテストによる
アプリケーション
・開発者サイト

開発者

【静的情報】
・自治体が保有する防
災・災害関連情報
（ハザードマップ、
施設情報等）

【静的情報】
国が保有する防災・災
害関連情報
（各種シミュレーション
情報等）

【静的情報】
その他、統計情報等や
防災・災害関連情報

内閣府（防災担当） その他地方自治体（茨城県）

想定震度ハザードマップ
統計情報

平成25年度オープンデータ実証実験 ④防災実証

●企業BCPの精緻化
①事務所・店舗等の
リスク評価

②サプライチェーンの
リスク分析
自治体保有の被害シ
ミュレーションデータを
活用した詳細なリスク
の検討等

●防災関連アプリ・
サービス開発
①帰宅支援マップ
サービス
自治体保有データを
活用した有益なアプ
リ・サービスの開発等

民間企業


